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　　第1制度全般に関する事項
1，特定健診等に係る基本的な仕組み①

◆健診実施機関の窓ロや問合せ時での混乱を防ぐため、保険者は受診券では周知で
できない内容をパンフレットの配布等でフォローしていく必要がある。
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　　第1制度全般に関する事項
1，特定健診等に係る基本的な仕組み②

（具体例）

①対象者に対して

・昨年度までの住民健診と異なり、原則として一

一こと・昨年度までの住民健診とは　診する　所（　　　　）が　な　　ムが　　こと等

・被用者保険の被扶養者に対する特定健診等については、一
塑こと等

◆昨年までの住民健診とは異なることを対象者が理解できるよう、保険者が中心となって

周知すべき内容を記載している。
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　　第1制度全般に関する事項
1．特定健診等に係る基本的な仕組み③

（具体例）

②保険者に対して

・今回の新たな制度により特定健診等の実施が保険者に義務付けられた理由等、麩

鎚・受診券・利用券は、特に集合契約に参加する場合は、墓一一こと

◆これまで住民健診として受診してきた（あるいは受診していない）被用者保険の被扶養

者に説明するため、保険者が制度を深く理解することが必要。

◆保険者団体は、保険者が適切に受診券等を発券できるよう、指導及び周知が必要。
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　　第1制度全般に関する事項
洋．特定健診等に係る基本的な仕組み④

（具体例）

③実施機関に対して

・一（健診結果は紙ではなく、国が示している様式にデータ
ファイル化して保険者あるいは代行機関に費用請求時に提出する）等

なお、配布物の作成やホームページヘの掲載に当たっては、各関係者独自のもので

差し支えないが、必要に応じ、厚生労働省ホームページに掲載している各種の資料を参

考にされたい。
※厚生労働省ホームベージ「平成20年4月から特定健康診査・特定保健指導が始まりました。」

http：〃www．mhl毘go－jplbunya’shakaihoshoハryouseidoO1’infoO2a．html

◆電子データによる費用請求方法は、実施機関のみならず保険者に対する周知が必要。
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第1制度全般に関する事項
　2，照会に対する対応

（具体例）

①対象者からの照会
・特定健診等の実施時期

・特定健診等が受診可能な実施機関

・受診方法

・自己負担額はいくらか

・特定健診の結果通知や情報提供について

・特定保健指導について等
②実施機関からの照会
・健診結果の報告、費用請求方法等

・一等
◆対象者から健診等実施機関の窓ロに問合せが多い内容を例示したもの。特に、法定

外（特定健診としては）の市町村独自項目との同時実施等、対象者の利便性を考慮した

「受診方法」の確認と照会への対応が必要。

◆様々な保険者の特定健診受診券や特定健診以外の受診券が実施機関の窓ロに持ち
こまれていることに対して、実施機関からの照会に対応するよう求めたもの。
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　第2制度の運用に関する事項
6．特定保健指導の自己負担の取扱①

◆特定保健指導の初回時自己負担徴収額にはr初回時』の自己負担額とr最終評価時』

までの預かり金が含まれているため、中途脱落者に対し実施機関が利用者に対し預かり

金を返還することは負担が大きく実施が困難であることから改めて整理されたもの。

◆平成21年3月から特定保健指導を実施した場合、最終評価時の請求が8月以降まで続

くため、平成21年度として実施される特定保健指導の初回時の請求（早ければ6月頃から

開始される）との請求額の算定方法に違いがあること、実施機関に対応したシステムや

ソフトに改修の必要があることにも注意が必要。

　第2制度の運用に関する事項
6．特定保健指導の自己負担の取扱②

◆利用者から徴収する自己負担額は初回面接時の保健指導費用の一部であると整理

されたため、中途脱落の場合でも自己負担金の返還の必要はない。
◆利用券に「初回利用時の負担」と明記されることとなった。

◆初回面接後の保険者への請求の算定が簡素化された。

☆契約単価一利用者自己負担額x1回目の請求比率（集合契約書の例では40％）＝

初回面接後の保険者請求金額



　　　　　　　　　第3集合契約に関する事項
1，複数の集合契約に参加している実施機関からの費用請求に関する事項

◆特定健診における実施内容とは契約書の例の別紙「健診内容表』にある基本的な健

診の項目や詳細な健診の項目であるr健診項目』に加えてr別紙内訳書』の委託料単価

として含まれる結果通知等までを対象としている。

◆結果通知の方法は周知文書第3の2．特定健診の結果通知に関する事項でr郵送か
対面のいずれにするかは契約によって定められること』としており、実施内容が同一か否

かの判断においてもこの違いを把握しておく必要がある。

9

　　第3集合契約に関する事項
2．特定健診の結果通知に関する事項

◆健診実施機関が実施する受診者への結果通知は、契約に基づく実施内容である。

◆対面で行う結果説明では、これに要する費用の積算が必要である。



　　　第4特定保健指導に関する事項
1．途中脱落時の費用請求ルールに関する事項

特定保健指導の積極的支援について、継続的支援の途中で利用者が脱落した場合の
費用請求については、

①督促一までは途中終了（脱落）と取り扱うことはで
きないこと。

②途中終了の場合の2回目の費用請求時の結果データについては、杢塞山
止が　められる　　の一・だけしか記　できないことから、　の状、で言・されることと
なるものであること。

を周知されたい。

※ルールの詳細は、厚生労働省ホームベージr特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」に
「3呑2途中終了（脱落・資格喪失等）の取扱」としてとりまとめられているので、これを確認のこと

http：〃wwwmhlwgojp∫bunya’shakaihosho’iryouseidoO1’in『oO3d－htmI

◆特定保健指導において、利用者が中途脱落してしまう場合、最終評価の判定ができな

いことから、r督促の回数』を保健指導データに記載することで最終評価に代えることとさ

れている。

◆中途脱落の認定を行う方法として、利用者と保険者に対して書面等により脱落を通告
することとされている。
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集合契約における標準的な契約書の例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約番号二●●●●●●

　　　　平成2●年度特定健康診査・特定保健指導委託契約書
高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下r法』という。）に

基づき実施する、特定健康診査（糖尿病その他の政令で定める生活習慣病に関す

る健康診査をいう。以下同じ。）及び特定保健指導（特定健康診査の結果により健康

の保持に努める必要がある者として厚生労働省令で定めるものに対し、保健指導に

関する専門的知識及び技術を有する者として厚生労働省令で定めるものが行う保健

指導をいう。以下同じ。）について、●●●健康保険組合ほか別紙委託元保険者一

覧表に示す医療保険者（以下r甲』という。）と社団法人●●市遡医師会（以
下r乙』という。）との間に、次の条項により委託契約を締結する。

◆集合契約タイプBでは、郡市区医師会のみならず、契約している都道府県医師会が
少なくないことから、契約取りまとめ機関として（●●県）として追加されたもの。
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【委託業務】第2条の31本体業務の追加事項

（委託業務）

謔Q条
R特定健康診査において、乙若しくは実施機関は、終了後速やかに、法第23条の規

閧ﾉ基づく　　　　診　　診　　’知　　　　し鳳珍した　にヤ知 ものとする。

なお通知に当たっては、実施基準第3条に基づき、特定健康診査受診結果通知表と併

ｹて、受診した者が自らの健康状態を自覚し生活習慣の重要性に対する関心と理解を

[めるために必要な情報を提供するものとする。

（委託料の請求）

謔U条　　　　　訟　　　’　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　一＿

　『一

一　　・　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　　　　　　　　　詠　　　　　詠 ノ　　　　一

　　　　　　　し　。　　　…’　　　　　　　　ロ”ロ　モ’＿　　　、＿　・　　　　　弥　　寡　　　　　　　　　　弥　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

一　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　、　　　　、　堂　　　　　日

－

◆これまで、委託料の請求に係る業務として位置付けられていたr受診者への結果通知」

ﾍ本体業務として「委託業務」に移された。
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【委託業務】第2条の4＝本体業務の追加事項

（委託業務）

第2条
4特定健康診査及ぴ特定保健指導の実施結果については、実施機関が厚生労働省
の定める電子的標準様式に基づく　　一一として　　し、取りまとめ、甲の委託を

受1ナて決済を代行する機関（以下r代行機関」という。被用者保険の場合は社会保険

診療報酬支払基金、市町村国保や国保組合の場合は各都道府県の国民健康保険団
体連合会とする。）への送噸ものとする。

（委託料の請求）

第6条

言　又　　W　　　　　　　　　　　　　　　　。　　　　　　。　　ス
@　　　　　　　　　　　　ム　　ム　　　　　果　　　　　　　　　　ムム、

樹
◆r健診結果通知』と併せて、r電子データの作成と送付』も本体業務としてr委託業務』に

移された。また代行機関への送付についても同様に移された。

◆r健診結果通知』、r電子データの作成と送付』は、これに併せて費用請求について明

記されることとなった。

【対象者】第3条の1：被保険者の明記

◆集合契約タイプBでは、主に被用者保険の被扶養者だけではなく、事業所への勤務が

ない、任意継続被保険者や特例退職被保険者が対象者となることを明記したもの。
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【委託料の請求】第6条の1：結果通知と支払条件

（委託料の請求）

第6条乙若しくは実施機関は、特定健康診査については塞一三
一後に、特定保健指導については行動計画を策定する初回時面接終了
後及び計画の実績評価（計画策定日から6ヶ月以上経過後に行う評価）終了後に、そ

れぞれ遅滞なくその結果を取りまとめ、前条の委託料のうち特定健康診査受診券若し

くは特定保健指導利用券の券面に示された受診者あるいは利用者の自己負担分を

差し引いた金額（以下r請求額」という。）について、別紙内訳書に定める支払条件に

基づき、代行機関に請求するものとする。

◆特定健診における受診者への健診結果通知は第1義的に保険者にあるものの、健診
項目全体の判断を実施機関が行うことや対面による通知が受診者に対する利便性を

有するとの判断がされ、契約により実施機関が結果通知を行う場合、通知の完了を以っ

て保険者に委託業務費用を請求するよう明記したもの。

◆受診者への対面による結果通知の場合、対面予定日に来所されなかった場合、再度の

来所の催促以外にも郵送等によって、速やかに受診者への結果通知を行う必要がある。
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【委託料の請求】第6条の2：実施内容の整理

（委託料の言青求）

第6条

2実施機関が特定健康診査あるいは特定保健指導の実施委託に関する集合的
な契約を締結している他の契約とりまとめ機関（全国労働衛生団体連合会等）にも

所属し、かつ甲の一部又は全部がその（他の契約とりまとめ機関との）集合的な契

約にも参加している場合に、他の契約に参加している当該甲の加入者である受診

者あるいは利用者がその契約に参加している実施機関にて特定健康診査あるい

は特定保健指導を受診もしくは利用する時の委託料の請求は次のように定める。

実施内容（特定健康診査の場合は健診項目笠、特定保健指導の動機づけ支援の

場合は実施形態、特定保健指導の積極的支援の場合ぱ実施形態のほか継続的

支援における介入回数や介入形態等）が他の契約と本契約との間で一致する場合

は、本契約が他の契約と比して単価が最も低い場合に限って、本契約に定める委

託料から所定の自己負担額を差し引いた額を請求することとする。

◆同一の実施内容の場合、最も低い単価を選択することに関して、実施内容には健診項

目に加えて健診単価に含まれる「結果通知』等がある。
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【委託料の支払い】第7条の1＝受領委任先の明記

委託料の支払い）

第7条甲は、乙若しくば実施機関から前条の請求があった場合は、その内容を点

検し、適当と認めたときは、前条に定める請求に関わる電子データを受理した月の

翌月21日（電子情報処理組織の使用による場合であって、代行機関が受理した日

が6日から月末までのものは翌々月の21日。）を基本として、甲と代行機関との間で

定める日に、乙蓋幽実施機関に代行機関を通じて請求額を支払うものとする。

◆代行機関からの支払先は実施機関だけではなく、受領委任された地域医師会も含ま
れることを明記したもの。
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【健診等内容表（別紙）】＝特定保健指導の内容の追記

一」f

響ポー享実年妻

◆特定保健指導の実施内容について、保

険指導機関が具体的に提供できる内容を
明記するよう追記されたもの。
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【健診等内容表（別紙）】：採尿条件（注釈※3）の追記

※3生理中の女性や、　　奥　の　　　輿が　るためにト　　　　している　に

ﾎする尿検査については、検査不能として実施を行わない場合も認めるものの、その

ｼの項目については全て実施すること。実施されなかった場合は完全に実施するまで
ｽ度も実施するか、未実施扱いとする〔この場合甲から乙に委託費用は支払われない）。

◆保険者から国へ報告する健診等データの仕様にあわせて追記されたもの。

沐r尿障害を有している場合には採尿する必要はない。
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【健診等内容表（別紙）】：対面通知（注釈※5）の追記

※5　　特定健康診査の結果を受診者に通知する際には、結果内容に合わせた、

譓�第3条に基づく必要な情報を提供するものとする。また、当昔　　ヤ知 メ’

実施

@によ
り する △普珍した　と　　　　診査の　　　　やかに　言でない ム1よ

送により るものとする。

◆受診者への健診結果通知を対面実施する場合、実施後速やかに面談できない場合

ﾍ、再度の来所の催促のみならず、郵送により実施することが必要。
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【内訳書（別紙）】：支払条件の変更

嘱
　　　　　肖　　暇　　書
　　　　　1・三胎曜繭　　i
　　紅¶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t恥

：■　輩碑’件一■：　1
5一’酬碗－i　F一一一一一『一。　『i一一一『一，

　　　　　　　　一一腎珊一　一
骨　一　　　　　曜　■　，　監　一

睡r　i■

帖四一”

乱
＝　　　　　1　　　　一至三略恥・

「鷺隅轟三鼎一”創一権解“■．一『『量一11一｛『4胤『一■

一；　即翔匙一一一骨■噌”メ『　『1一一　，r‘　　一一」ゼ蜘一，f　O■』子，

3　牌」ナー膨一　｝　　？榊　鼻■一一■脚　　←賊…豊＝齢＝魂－一　■
β‘o・帰一：一”ゴ■■ル＝■一一昏－↑当■■　一’一’こ・一岨＝　r　r　r咀一一　鞠

「｛雫■■団扇－　●「｛一＝轟＝“榊、曜r“一幅　齢｝　1一・悼→儲■一；一
一『 ≠P一■，そ一■三一“哩f＝A，＝4一一“■1
一一 ｻ1“彦“ラ，．一哩Ψ＝『墨一一r樋一
」蚤岬う　一　　　．　　一』不・

（積極的支援）

・初回時の面接による支援終了後に左記金

額から　口　に全
差し引いた

収　る　己

　の4110を支払

◆初回面接時に自己負担を全額徴収する。

◆自己負担を差し引いた保険者負担分を契約

の請求比率（契約書の例で1ま、初回時40％、

最終時60％としている）にて2分割して請求す
る。
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特定保健指導の自己負担の説明

特定保健指導の利用券では、r自己負担の初回全額徴収』の額として記載されている。

1皇軍昌ヨ
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　　　　∫砂三子蒔直1幅曜■E望材

貫r，劃尋讐尋 即1脚叩

量監量■唖書畳 1 双1哩旧訓1

且毛 ：■むタtナ義疇

琶一 ］

一
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　　　　　　　　特定保健指導の自己負担の説明

（見直し後）自己負担額の算出方法とXMLへの設定について

初回のr自己負担額」の記述は徴収額をそのまま記述する。

一方で、自己負担額を差し引いた額の40％を初回保険者請求とし、60％を最終評価時請求とする。

XMLへの設定と保険者請求
契約単価
￥38，000

実際の窓口

　負担額

窓口負担額

30％相当
窓口負担額

峯20，000
初

初回 回

単価一窓口負担の40％

初回（40％｝

￥7，200
　　　最終評価

P価一窓口負担の60％ 最終評価〔60％）

@峯10，800 一
保険者請求額は契約単価から自己負担額を
差し引いた額の40％、60％

自己負担額の記述　　保険者請求額の記述

最終

初回（40％）

　￥7，200

最終評価（60％｝

　￥10，800
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　　　　　　　特定保健指導の自己負担の説明

（現行）自己負担額の算出方法とXMLへの設定について

初回の「自己負担額』の記述は算定金額〔積極的支援は4／10）を超えることは出来ない。

この差額は最終評価の請求時に「自己負担額』として記述する。

XMLへの設定と保険者請求

契約単価
￥38，000

実際の窓ロ

　負担額
自己負担額の記述　　保険者請求額の記述

初回（40％）

￥15，200

最終評価〔60％）

　￥22，800

保険者請求額

　　0円

保険者請求額

　￥18，000

算定金額は契約単価の40％、60％
15



【委託元保険者一覧表（別紙）】

隠

畢！｝鷺【駄一一障一郭“｝｛軒1ガ1モー一

・1瞳“＝■＝一、コ　“i恥≡悼｛15．

・…砧慨＝翫＝、『」1馳麺躯㌦1一モむ．疑　尋芝輯t軌η｛馳駅酉随農fこ1艦

し號　崩1相是純収奪巽轟　　嘘”一β一臥”一個臥つ脚「麗縛マーヒ

瞬摘一一、濫頴耽鞭網頻整じ歴見一

※1所在地の欄については、都道幽

省蜷込。
※2電話番号の欄については、塑
雀雌込。
※3委託範囲の欄については、委託する場合
に「0』を記入。なお。特定健康診査と特定保健

指導の両方を委託する場合においても、両者の

一括実施を委託するものではなく、特定健康診

査終了後に保険者の判断にて保健指導対象者
を選定し、対象者となった者にのみ特定保健指
導を実施することとする。

◆WordファイルからExcelファイルに変更されたもの。

◆r委託元保険者一覧」とr実施機関一覧』は保険者側が作成するもので、代表保険者

等から入手できることとされている。
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【実施機関一覧表（別紙）】
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　－T■⊥！曜1肘一一

『
　
一
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槻
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租
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一
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』
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r
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一一1■　　　　1一一　】し　ギ　　で一瞬　　”

“；賢　　　　　　　一L－1　　’r　h一

i一≡r　I　一■脇＝妊1“1『毛
一　‘帥ゼ‘一㌧　一一1噛■十肩口

一上一“電　　＝111一隔｝　1　十ズ　一I　r　B■一匹

り15一・i‘桝’尉一1闘一一一一”　，ヒ　一■一

1一麗，1一嘔ドr　l∫i柑一一1＝一一型　　　［ギ　　　『”　ドi

◆WordファイルからExceIファイルに変更されたもの。

◆「委託元保険者一覧』と「実施機関一覧』は保険者側が作成するもので、代表保険者

等から入手できることとされている。
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